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１．用地事務の概要

用地事務の手続きの流れは、おおよそ次のとおりです。

まず、事業の実施計画が決定され、取得すべき用地の範囲が確定されると、用地取得

の計画を策定するとともに、現地の状況を把握するため実地踏査が行われます。

次に、補償の客体を明らかにするため、土地、物件等の測量、調査を実施するととも

に公簿調査を行い、補償の対象の数量、権利者等を把握します。

　これらの把握が終了すると、土地売買実例その他補償金の算定に必要な資料の収集を

行い、これらの資料に基づいて個人別の補償金額を決定します。

　個人別の補償金額が定められると、それを基に権利者と用地交渉を行い、合意されれ

ば補償契約を締結して土地所有権移転登記等を行い、権利者が、引渡し期限までに地上

物件等の移転を完了して、更地で引渡しを受けた後、補償金を支払います。合意されな

ければ土地収用手続きに入ることとなります。

　これが用地事務手続きの概略です。

２．公共用地取得業務（任意取得）の標準的な流れ

公共用地取得業務は、様々なステップを踏んで行われる業務であるため、業務特有の

様々な知識を習得する前に、公共用地取得業務（任意取得）の標準的な流れを頭に入れ

ておくことが重要となります。

公共用地取得業務の流れについては、それぞれの事業主体ごとに多少の差異も見られ

ますが、標準的な流れとしては、大きく分けて、

（1）　準　備

（2）　調査・測量

（3）　調書の作成等

（4）　補償金額の算定等

（5）　補償説明等

（6）　契約締結・履行

（7）　管　理

の各段階があります（図表１参照）。
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図表１　公共用地取得業務（任意取得）の標準的な流れ

用地事務の手続きの流れは、おおよそ次のとおりになります。

計　画 実 施 計 画 の 確 定 〔実施計画書の策定〕 用地規則3条

用地取得の全体計画、
年度計画の策定
用地取得計画書の作成

用 地 取 得 計 画 の 策 定
用地規則4条

幅 杭 の 打 設

調査及び
測量

土 地 登 記 簿 の 調 査
法務局、地方法務局、
その他支局、出張所

不動産登記法119条、
120条

公 図 の 転 写

準　備 現 地 踏 査 〔土地等の概況の把握〕 用地規則12条

説 明 会 の 開 催 用地規則11条

土 地 立 入 の 手 続 き 〔知事等への通知〕

土地の測量、実測平
面図の作成
建物等の調査、建物
平面図の作成
その他資料の作成

実 施 調 査 等 用地規則13条

土地調書、
物件調書の作成、
確認

建 物 登 記 簿 の 調 査 　　同　上 同　上

戸籍法10条
住民基本台帳法11条、
20条
不動産登記法10条

戸 籍 簿 等 の 調 査

個人・・・市町村役場

法人・・・法務局、地方

法務局、その他支局、

　  出張所　

補償金額
の算定等 補 償 金 額 の 算 定

一般補償基準
公共補償基準

調書等の
作成等 調 書 の 作 成 用地規則14条

台 帳 の 作 成 〔損失補償台帳の調製〕 用地規則15条
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（注）用地規則・・・地方整備局用地事務取扱規則

予決令・・・・予算決算及び会計令

権利者ごと及び工事
箇所ごとの補償項目
別明細表

補 償 金 明 細 表 の 作 成 用地規則18条

用地交渉 用 地 交 渉 用地規則19条～23条

証明書の
作成

公共事業用資産の買取り
被補償者及び所轄税
務署長に交付、提出

租税特別措置法33条の4、
65条の2
同法施行規則15条、
22条の3等の申出証明書の作成

登　記 登 記 の 申 請 （ 嘱 託 ）
不動産登記法116条
用地規則26条

検査及び検査調書の作成

会計法29条の11
予決令101条の4、
101条の9
用地規則28条

検　査
給付の完了の確認
検査調書の作成

契　約 用 地 交 渉 の 妥 結
契約書の作成、
契約の妥結

会計法29条の8
予決令100条
契約事務取扱規則11条
～14条
用地規則24条

前金払い 補 償 金 の 前 払 い
予決令57条
用地規則29条、30条

取 得 し た 土 地 の 管 理 用地規則31条

残金の支
払い 残 金 の 支 払 い 用地規則29条

公共事業用資産の買取り

租税特別措置法33条の4、
65条の2
同法施行規則15条、
22条の3

その他 等の証明書及び不動産等
被補償者及び所轄税
務署長に交付、提出

の譲受けの対価の支払調

書の作成
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３．補償業務の概要について

公共事業を計画的に、しかも着実に実施していくためには、その前提となる用地が円

滑に確保されることが不可欠といわれています。

　昔から用地の取得が完了すれば、事業も9割がた完成したも同じといわれています。

補償業務とは公共事業を実施するために必要となる土地を取得したり、事業に支障とな

る建物等を移転してもらう場合の土地代金や建物等の移転料を積算する業務になります。

土地収用で大きく問題になるのは、「補償の内容」です。憲法では、「正当な補償」

（憲法第29条第3項）とだけしか書いてありませんが、公共用地取得業務においては、

常に、具体的な判断が求められますので、何らかの基準が必要になります。

この点については、従来から、大きく分けて、完全補償主義（発生した損失の全てに

ついて完全な補償が必要とする考え方）と相当補償主義（経済状況等を勘案して合理的

に算出された相当の額で足りるとする考え方）という２つの考え方があります。最高裁

判決も判断が分かれているとも読める２つの判決があったことから、いろいろ議論され

てきましたが、相当補償主義と読める判決が農地改革に伴う補償問題という非常に特殊

な事案であることから、概ね、完全補償主義でという理解でいいのではないかとういう

のが通説です。

そして、完全補償主義を示した昭和48年10月18日の最高裁判決では、さらに具体的

に、「収用の前後を通じて被収用者の財産価値を等しくならしめるような補償をなすべ

き」であり、金銭をもって補償する場合には、「被収用者が近傍において被収用地と同

等の代替地等を取得することをうるに足りる金額の補償を要する」として、財産価値等

価主義、同等代替地取得可能主義が明示されています。

4.　損失補償基準の制定

憲法第29条第3項の「正当な補償」の大枠は、昭和48年10月18日の最高裁判決で

示されていると考えられますが、土地収用のように強制的でない、公共用地取得業務の

大多数を占める任意取得の場合は、どう考えたらよいのでしょうか。

一つの考え方としては、任意取得は、あくまで事業者と地権者との合意に基づく任意

の取得なので、公金の支出や公益事業の実施という観点から妥当な範囲なら、両当事者

間で、自由に損失補償の内容を決めることができるというものがあるでしょう。

しかしながら、任意取得といえども、地権者は、事業者の収用権を意識しているので、

強制の要素があることは否定できません。このため、任意取得でも、土地収用と同様の

憲法第29条第3項の「正当な補償」を享受する必要があると考えられます。

また、任意取得と土地収用で損失補償の内容が乖離したり、事業者間で補償の内容が
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乖離すると、用地取得業務上、大きな混乱が生じることが想定されるため、その防止を

図るための統一的なルールが必要です。

このようなことから、昭和37年に、「公共用地の取得に伴う損失補償基準要綱」（損

失補償基準要綱）が制定されました。損失補償基準要綱は、任意取得と土地収用の両方

の基準とされるとともに、国、地方公共団体、行政関係法人、公益事業者等の共通の基

準として活用されてきています。

なお、土地収用の補償基準については、土地収用法の関係条例に加え、平成14年に、

「土地収用法第88条の２の細目等を定める政令」（土地収用法の根拠条項〈第88条の

２〉は、平成13年の土地収用法の改正で追加）が制定されたため、現在は、形式的には、

同政令が基準となっていますが、損失補償基準要綱と概ね同様の内容となっています。

（図表2-1～2-6参照）

図表２-1　土地収用と任意取得における損失補償のあり方

憲法第２９条第３項の損失補償（正当な補償）

事業者と地権者との合意に基づく契約

⇒公金の支出や公益事業の実施の観点から妥当な範囲なら、事業者と

地権者の間で自由に損失補償の内容を決められるのではないか。

しかし、契約といえど、地権者は、事業者の収用権を意識しているこ

とから（実質的な強制の要素）、土地収用と同様の正当な補償が必要

さらに、任意取得と土地収用の間、または、事業者間で補償内容が乖

離することからくる混乱を防止する必要

「公共用地の取得に伴う損失補償基準要綱」（昭和37年）の制定

・任意取得と土地収用の両方の基準として活用（ただし、形式的には、

同様の基準が「土地収用法第88条の2の細目等を定める政令」とし

て平成14年に制定されたので土地収用はそれによる。）

・国、地方公共団体、行政関係法人、公益事業者等の共通の基準とし

て活用（各事業者が同要綱を踏まえた用対連基準に準じた基準を策

定）

土地収用

任意取得
（ほとんどの場合）
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図表2-2　損失補償基準の体系

注1）上記の「損失補償基準要綱」と「用対連基準」は概ね同様の内容であるが、「用対連基準」には、

より具体的な基準を示した細則がある。

注2）上記の「用地対策連絡会」とは、昭和36年12月1日に発足した中央省庁、団体、公社等の関係

機関で構成する組織であり、昭和48年4月18日に、中央用地対策連絡協議会（中央用対連、図表

2-3参照）に名称変更

注3）補償基準については、上記の私人の財産権に対する一般補償基準のほかに、道路、河川、学校等

の公共施設等に対する補償基準である公共補償基準がある。

図表2-3　中央用対連・全国用対連・地区用対連・都道府県用対連の関係

土地収用法（昭和26年公布・施行）第6章

（昭和37年用地対策連絡会決定）

公共用地の取得・使用（土地等の取得・建物移転等）

土地収用（強制取得） 任意取得

公益事業者
等の基準

独立行政法人地方公共団体各省庁の基準
の基準 等の基準

定める政令（平成14年公布・施行）
土地収用法第８８条の2の細目等を

公共用地の取得に伴う損失補償基準要綱
〈損失基準要綱〉

（昭和37年閣議決定）

公共用地の取得に伴う損失補償基準
〈用対連基準〉

事務局長：各地方整備局用地部長　等

用地対策連絡協議会（用対連）概念図

中央用地対策連絡協議会

（中央用対連）

会　員：中央省庁、独法本社、　等

設　立：昭和36年12月

会　長：国土交通省土地・建設産業局長

事務局長：総務課長

用地対策連絡会全国協議会

（全国用対連）

（地区用対連）

北海道用地対策連絡協議会

都府県用地対策連絡（協議）会

（都道府県用対連）

会　員：都府県、市町村　等

各地区用地対策連絡（協議）会

連絡調整

連合

指導

連絡調整

会　員：各地区用対連

設　立：昭和44年3月

会　長：関東地方整備局長

事務局長：関東地方整備局用地部長

東北地区用地対策連絡会

関東地区用地対策連絡協議会

北陸地区用地対策連絡会

中部地区用地対策連絡協議会

近畿地区用地対策連絡協議会

中国地区用地対策連絡会

四国地区用地対策連絡協議会

九州地区用地対策連絡会

沖縄地区用地対策連絡会

会　員：地方支分部局、都道府県、　等

設　立：昭和37～48年

会　長：各地方整備局長　等
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図表2-4　損失補償基準要綱の概要

図表2-5　土地収用に係る補償内容に関する法令の規定　その1

〇土地収用法（昭和26年公布・施行）第6章
・損失を補償すべき者（第68条）
・個別払いの原則（第69条）
・損失補償の方法（第70条）
・土地等に対する補償金の額（第71条、72条）
・残地補償（第74条）
・工事の費用の補償（第75条）
・移転料の補償（第77条）
・物件の補償（第80条）
・原状回復の困難な使用の補償（第80条の2）
・通常受ける損失の補償（第88条）
・権利、物件及び土石砂れきの収用又は使用に関する準用規定（第138条）

Ⅰ　総則

1　目的（1条）

Ⅱ　各則

公共事業の円滑な遂行と損失

の適正な補償の確保を図ること

を目的とする。

2　補償額算定の時期（3条）

土地等の取得に係る補償額

は契約締結時の価格で算定し、

6　土地の補償額算定の基本原則（7条）

7　所有権以外の権利の目的となっている土地に対する補償

　近傍類地の取引価格を基準とした正常な取引価格とする。

 （9条）

地上権、賃借権等が設定されている土地については、当該

土地の正常な取引価格から、これらの権利の価格を控除して

得た額とする。

であるときを除き、各人別に行

その後の価格変動による差額の

追加払いはしない。

3　補償を受ける者（4条）

隣接地工事費・少数残存者補

償・離職者補償を除き、土地等

4　個別払いの原則（5条）

各人別に見積もることが困難

の権利者に対して行う。

13　土地等の取得又は土地等の使用に伴うその他の措置（44

～46条）

隣接地工事費・少数残存者補償・離職者補償がある。

8　土地に関する所有権以外の権利の補償額算定の基本原則

 （10条）

正常な取引価格とする。

9　建物等の取得に係る補償（14条）

土地の取得に係る補償の例による。

10　漁業権等の消滅に係る補償（17条）

当該権利の行使による収益を資本還元した額を基準とし

て、当該権利に係る水産資源の将来性等を考慮して算定する。

11　土地の使用に係る補償（19条）う。

5　損失補償の方法（6条）

原則として、金銭をもって補

償する。

正常な地代又は借賃とする。

12　土地等の取得又は土地等の使用により通常生じる損失

の補償（24～43条）

主要なものとして、建物等の移転料・動産移転料・立木補

償・営業補償・残地等に関する損失の補償がある。
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図表2-6　土地収用に係る補償内容に関する法令の規定　その2

〇土地収用法第88条の2の細目等を定める政令（平成14年公布・施行）

・収用する土地の相当な価格（第1条）

・地上権等の目的である土地の相当な価格（第2条）

・地上権、永小作権及び賃借権の相当な価格（第3条）

・地役権の相当な価格（第4条）

・使用借権の相当な価格（第5条）

・占有権の取扱い（第6条）

・収用する立木・建物等の相当な価格（第7条）

・収用する土砂砂れき等の相当な価格（第8条）

・収用する漁業権等の相当な価格（第9条）

・収用する鉱業権等の相当な価格（第10条）

・使用する土地に対する補償（第11条）

・空間又は地下のみを使用する場合の補償（第12条）

・使用する立木・建物等に対する補償（第13条）

・使用する漁業権等に対する補償（第14条）

・使用する鉱業権に対する補償（第15条）

・修正率の算定方法（第16条）

・移転料（第17条）

・立木の移植補償（第18条）

・用材用の立木の伐採補償（第19条）

・営業の廃止に伴う損失の補償（第20条）

・営業の休止等に伴う損失の補償（第21条）

・営業の規模縮小に伴う損失の補償（第22条）

・仮住居に要する費用の補償（第24条）

・借家人に対する補償（第25条）

5．建物の補償

図表3　補償基準による位置付け

※用対基準⇒公共用地の取得に伴う損失補償基準（昭和37年10月12日用地対策連絡会決定）

用対基準第28条～第59条

用対基準第28条

損

失

補

償

基

準

土地等の取得に係る補償（土地代金等）

土地等の使用に係る補償（借地料、区分地上権等）

土地等の取得又は使用により通常生ずる損失

の補償（通損補償）

その他通損（上記以外のもの）

物　件

移転料

建物移転料、工作物移転料

庭木補償等（立竹木補償）

その他
通損

動産移転料、仮住居等補償、
家賃減収補償、借家人補償、
改葬補償、祭し料、移転雑費

営業補償など

用対基準第38条～第42条の2
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5-1　建物等の補償の意義について

一般的に、公共事業にとって必要なものは建物等でなく土地であることから、取得又

は使用しようとする土地の上に建物等があるときは、これらに対する適正な移転料を補

償し、移転させることを原則としています。

　また、建物等の移転を所有者の主観的、個別的な意向を完全に満足させるならば、当

該所有者にとっては補償の完全な実現、補填になるといえますが、第三者から見ると公

平な補償の観点から疑問となる可能性もあります。

　したがって、移転補償の内容と現実に被補償者が行う移転とは、できるだけ同一であ

ることが望ましいが、たとえ異なる場合があっても、公正な補償の実現を図るという補

償の性質上やむを得ないことです。

5-2　移転先、移転工法の選定

土地にある建物・工作物等については、民間の不動産取引と違って、移転主義（建物

・工作物等を事業地の外に移転させ、建物・工作物等の移転料やその他通損を補償する

。）という考え方がとられています。

建物・工作物等の移転については、「通常妥当と認められる移転先」に、「通常妥当

と認められる移転方法」（移転工法）によって移転するのに要する費用（移転料）を補

償するとされています。（用対連基準第28条第1項）

5-2-1　移転先

移転先については、「構内」と「構外」の２つがあります。

「構内」とは、「残地」のことで、「残地」とは、事業主体が土地所有者の画地（ひ

とまとまりの土地）の一部しか取得しない場合において、取得しない土地のことを言い

ます。

ただし、残地については、これに加え、残地に隣接する別の用途に利用されていた自

己所有地（雑種地、田畑〈転用可〉等）や、残地に隣接する取得が確実な土地等も含ん

で取り扱うことも可能となっています。

また、「構外」とは、「残地以外」のことです。

移転先の判断については、「構内」と「構外」のいずれかを判断するということであ

り、構外については、具体的にどこに移転するかは問題になりません。
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図表4　構内移転と構外移転

構内移転　＝　残地内における移転

　 残地がある場合、残地に移転ができるか検討

（構内移転ｏｒ構外移転）

構外移転　＝　残地以外への移転

（注)残地とは⇒事業主体が土地所有者の画地（ひとまとまりの土地）の一部

しか取得しない場合における取得しない土地

構内移転が可能かどうかの判断要素として、次のようなものがあります。

（イ）有形的検討

残地に従前の建物の収容が可能かどうか、また、従前の建物が構造上等において、物

理的に移転、改造が可能かどうか等を検討することです。

この検討に当たっては、一般的に次のような調査をあらかじめ行っておく必要があり

ます。

残地に移転ができるか検討
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①　取得面積、残地面積、潰地面積の割合

②　残地の形状、高低差等

③　建物の構造、規模、建築年次、維持保存の状況等

④　土地と建物の位置関係

⑤　土地の利用状況

⑥　その他

（ロ）機能的検討

移転しようとする建物がどのような用途に使用され、どのような機能を持っているか、

また、改造、分割等をしても機能的に著しい支障を与えないかどうか、さらに、支障を

与えるとすればどのようにしたら解消できるのか等を検討する。なお、場合によっては、

事業に支障とならない建物等をも含めて機能的な検討を行うこともあります。

調査事項は、次のとおりです。

①　建物の用途、利用状況

②　建物の立地状況

③　その他

（ハ）法制上の検討

移転先地において、どのような法律上（行政指導、条例等も含む。）の規制、制約、

緩和があるのかの検討が必要です。

調査事項の例を挙げると、次のとおりです。

①　建築基準法における建ぺい率、容積率等（公共用地の取得に伴う敷地面積の減

少により違反状態となる場合には、既存不適格扱いとする特例があることに注意

（建築基準法86条の9））

②　消防法の規定を受けた「危険物の規制に関する政令」における保安距離

③　河川法における保全区域の存否

④　その他

以上のような検討を行い残地を移転先地と認定した場合において、構内移転の補償総

額が構外移転の補償費に残地の価額を加えた合計額を超えるときは、残地を移転先と認

定できません。
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5-2-2　建物の標準的移転工法

移転工法については、「再築工法」、「曳家工法」、「改造工法」、「復元工法」、

「除却工法」の５つがあります。

図表5　移転工法の種類

それぞれの工法の概要と移転料の算定方法は、以下の通りです。

①　再築工法とは、

イ）同種同等建物（従前の建物と面積、形状が同等の建物）で移転すること。

【構内移転又は構外移転】

ロ）構内へ照応建物（従前の建物に照応する建物。階数の増加、形状変更、床面積

の増加、構造変更、設備の設置など最低限の変更が可能）で移転すること。

【構内移転】

をいいます。

移転料の算定方法は、

イ）については、「建物の現在価額＋運用益損失額＋取り壊し工事費－発生材価額」

ロ）については、「同種同等建物の構内再築移転料（建物の現在価額＋運用益損失

額）＋照応建物に伴う増加費用＋取り壊し工事費－発生材価額」

です。「運用益損失額」とは、次のとおり定義されています。

（a） 建物は、耐用年数満了時に当該建物の所有者の費用負担に基づき建て替えら

れるものであり、この費用は通常、自己資金（積立額）又は借入れ金で賄われ

ている。

（b） 公共事業に伴い建物が支障となる場合は、一般の建物の建て替えとは異なり

建て替える時期の大部分が耐用年数満了前であるという点に相違がある。

（c） 建替えの資金は、現実には前記（a）のとおり積立金又は借入金等であるが、

通常建物所有者がとるであろう行動は、耐用年数満了時の建替えを考慮し、建

①　再築工法

　　イ）同種同等建物【構外・構内】

　　ロ）照応建物【構内】

②　曳家工法【構内】

③　改造工法【構内】

④　復元工法【構内・構外】

⑤　除却工法
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物の償却と見合う金員を積み立てていることとし、この金員とは公共事業で移

転する時期における当該建物の現在価額と建築費との差額であると位置づけた。

（d） 建物所有者が公共事業に伴い建替えするためにあたっては、公共事業の施行

者から補償される建物の現在価額に、通常積み立てているであろう金員を加え

れば建て替え（建築）ができることとなる。

しかしながら、積み立てられていたとする金員である自己資金は、本来であ

れば耐用年数満了時の通常の建て替えの時期までの間運用することのできた金

員であり、これらの金員の支出は同様の建物で公共事業による移転対象となら

ないものとの間に不公平となり、経済的損失が発生することとなる。

（e） 公共事業により耐用年数満了時前の建物を移転させる場合には、この損失が

生じないよう補償額を算定することとし、具体的には、積立金（推定再建築費

－現在価額）について、残耐用年数間運用すれば得られたであろう金員（補償

は一括前渡しであるので当該金員（運用価額）の前価額となる。したがって、

積立額を上回ることはあり得ない。）を補償するもので、これを「運用益損失

額」と定義したものである。

②　「曳家工法」とは、構内へ曳家（ひきや）により移転すること【構内移転】をいい

ます。

移転料の算定方法は、「曳家工事費＋補修工事費」です。

③　「改造工法」とは、建物のうち事業地にかかる部分を切り取り、構内で残存部分を

一部増改築して従前の機能を維持すること【構内移転】をいいます。

移転料の算定方法は、「切取り工事費＋切取り面補修工事費＋残存部の一部増改築

費－発生材価額」です。

④　「復元工法」とは、文化財保護法の指定建築物等の場合に、建築物を原形で復元す

ること【構内移転又は構外移転】をいいます。

移転料の算定方法は、「解体工事費＋運搬費＋復元工事費－発生材価額」です。

⑤　「除却工法」とは、建物のうち事業地にかかる部分等（例：ひさし、土間）が用途

・機能上、重要でない等の場合に、当該部分を除却すること【構内】、または、荒廃

した建物等の場合に、建物を除却することをいいます。

移転料の算定方法は、

・一部除却については、「切取り部分の現在価額＋切取り工事費＋切取り面補修工事

費－発生材価額」

・全部除却については、「建物の現在価額＋取壊し工事費－発生材価額」

です。
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図表6　標準的な移転工法図

①-1　再築工法（構外）

構外再築工法は、残地以外の土地に従前と同種同等の建物を建築することから、

仮住居を経由せず、再築建物に移転することになります。

①-2　再築工法（構内）

構内再築工法（同種同等）は、残地に従前と同種同等の建物を建築する工法。

条件：残地に従前の平面形のまま再配置が可能であること。

①-3　再築工法（構内）

構内再築工法（照応建物）は、残地に従前の建物に照応する建物を建築する工法。

従前の建物が同種同等な形状面積では残地に入らないケース。
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②　曳家工法（構内）

曳家工法（構内）は、残地が十分あり、従前の土地と残地との間に障害物又は著し

い高低差のない場合で、曳家後の敷地と建物等の関係、建物の構造及び用途、建物の

部材の希少性の程度等を勘案して、建物を曳家することが合理的と認められる場合に

採用する工法。

③　改造工法

建物の一部を残地内で一部増改築して従前の機能を維持する工法。

④　除却工法

切取り部分は、一般的に、ひさし、土間、押入、納戸、付属物置等の建物の一部で

あって、当該建物全体に比較してわずかであること。機能、用途上も重要部分でなく

切り取っても従前の用途にほとんど影響がないこと。及び、仮住居補償の対象になら

ないこと。
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5-2-3　移転先・移転工法の選定において対象となる建物の範囲

移転先・移転工法の選定において対象となる建物の範囲は、基本的にはひとつの建物

です。

　ただし、従前の建物が複数の用途に供せられている場合には、ひとつの建物でなく、

用途ごとに移転先・移転工法が選定できるものとされています。

また、建物等の配置により建物等が分割されて、一部が構外移転になるような場合で

あっても、建物等の全部を構外移転しなければ従来の利用が著しく困難になるときは、

建物の所有者の請求により建物等の全部を構外移転することができるものとされていま

す。

5-2-4　移転先・移転工法の具体的な選定方法

移転先・移転工法については、基本的に図表７のとおり、各段階を経て、選定されて

いきます。これは、客観的に、通常妥当と認められる移転先・移転工法（用対連基準第

２８条第１条）を選択するもので、建物所有者の希望や意志によって影響を受けるもの

ではありません。もっとも、選択された移転先・移転工法により算定された補償金をど

う使うのかは、建物の所有者の自由です。（想定補償主義　図表８）

まず、先に述べたように、複数用途建物、関連移転を含め、移転を検討すべき建物の

範囲を確定したうえで、文化財保護法等の指定建物か、除却が可能か、残地がないか、

順に確認し、ＹＥＳなら、それぞれ、曳家工法または復元工法（構内・構外）、除却工

法、再築工法（構外）となります。

残地がないかについてＮＯなら、残地において、有形的・機能的・法制的に、可能な

移転工法を、再築工法（同種同等建物）、再築工法（照応建物）、曳家工法、改造工法

から選択します。有形的とは、配置・構造の面で物理的・技術的に移転が可能かという

観点、機能的とは、従前の建物の機能が失われないかという観点、法制的とは、建築基

準法をはじめ各種法令上移転が可能かという観点です。選択肢がなければ、再築工法（

構外）となります。

構内移転工法の選択肢が複数ある場合は、次に、その中で経済的に「建物・工作物等

の物件移転料＋その他通損補償額」が一番安価なものを選択します。この比較では、建

物の移転料だけでなく、工作物等の物件移転料、その他通損補償額まで算定しなければ

いけません。

構内移転工法の中で一番適切なものを一つ選択できれば（Ｘ工法（構内））、次は、

再築工法（構外）との経済比較を行います。具体的には、（Ｘ工法（構内））の「建物

・工作物等の物件移転料＋その他通損補償額＋残地補償額・残地工事費補償額（残地価
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額が上限）」と、再築工法（構外）の「建物・工作物等の物件移転料＋その他通損補償

額（残地補償額・残地工事費補償額を除く。）＋残地価額」を比較して、前者が後者以

下なら、（Ｘ）工法（構内）、後者が前者を下回るなら、再築工法（構外）となります。

なお、再築工法（構外）は、補償額の内訳として、「残地補償額・残地工事費補償額」

に代えて、「残地価額」を用いています。再築工法（構外）では、必ずしも残地を取得

するわけではありませんが、土地収用において土地所有者から残地の買取り請求があれ

ば、認められることも多いことも踏まえ、残地において生活・生産活動等の機能維持が

図られるような取扱いになっています。

図表7　移転先・移転工法の決定の流れ

図表8　想定補償主義（損失補償基準要綱第２４条等、用対連基準第２８条等）　

〇従前の土地・建物等の状況に基づき、通常妥当な補償内容・補償額を

想定し、算定する。

〇事後後に、実際かかった実費で清算することはない。

（例えば、建物の移転料については、通常妥当と認められる移転先・

移転工法を想定し、算定する。）

構内移転の有形的・機能的・
法制的に可能な工法を選択

除 却 が 可 能 か 除 却 工 法

ＹＥＳ
残 地 が な い

再 築 工 法
（ 構 外 ）

ＹＥＳ
ス タ ー ト

曳 家 工 法
（ 構 内 ）

文化財保護法等の指定建物か 曳 家 は 可 能 か
復 元 工 法

（ 構 内 ・ 構 外 ）ＮＯ

ＹＥＳ

ＹＥＳ

ＮＯ

ＮＯ

ＮＯ

残地内における合理的な工法
が な い

構内工法の経済的比較 補償総額による経済的比較

（Ｘ）工法（構内） 再築工法（構外）

＋ 移転料＋その他通損補 料＋その他通損補償額（残

その他通損補償額 償額（残地補償額・残 地補償額・残地工事費補償

ＮＯ

額を除く。）＋残地価額　

（工法）

　・再築工法

　（同種同等建物）

　・再築工法

　（照応建物）

　・曳家工法

　・改造工法

左で選択された工法の中から （Ｘ）工法（構内）≦再築工法（構外）

建物・工作物の物件移転料 建物・工作物等の物件 建物・工作物等の物件移転

が一番安価なものを選択
地工事費補償額を含む。）

YES
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6．工作物の補償

工作物（建物の推定再建築費の対象となっているものは除く。）の移転料については、

建物の移転料に準じて算定することとされています。

工作物の移転工法として、もっぱら想定されるのは、復元（解体移築）工法と再築工

法（建物と同様のもの）です。

移転工法の選定については、基本的には、再築工法のみが可能な場合はそれにより、

復元工法、再築工法とも可能な場合には、建物と同様に、補償額が安価な方を選択しま

す。

7．庭木等の補償

庭木等（鑑賞上の価値、防風・防雪等の効用がある立木）については、「移植」と「

伐採」という２つの補償の方法があります。

「移植」とは、庭木等を掘り起し、事業地の外に運び出して、植え付けることです。

移植の補償額は、「移植費＋枯損等による通常生じる損失」で算定です。

「枯損等による通常生じる損失」とは、「樹価×枯損率」で算定します。

「伐採」とは、庭木等を伐採して、事業地の外に運び出すことです。伐採の補償額は

「樹価＋伐採除却費－発生材価格」です。補償の内容から分かるとおり、名称は、伐採

補償ですが、建物の再築工法と同様、同種同等の庭木等を新しく植えることを可能にす

る補償です。

移植補償か伐採補償かの選定については、基本的には、伐採のみが可能な場合はそれ

により、移植、伐採とも可能な場合には、補償額が安価な方を選択します。

なお、庭木等以外の用材林、薪炭林、収穫樹、竹林といった収益を生む立木について

は、別途、具体的な補償基準が定められています。

8．その他通損の補償

公共用地取得に伴って、建物、工作物等の移転が必要な場合に、これらの移転料のほ

かに通常生じる損失に対する補償を「その他通損補償」と呼んでいます。

具体的には、営業補償、残地補償、のほか、主なものとして、動産移転料、仮住居補

償、家賃減収補償、借家人補償、改葬補償、祭し料補償、移転雑費補償、消費税等相当

額の補償があります。

　なお、特殊なものとして、農業補償、漁業権の消滅等による通損補償等があります。

また、この他にも、バスケット・クローズ的な規定があり、権利者について通常生じる

損失は、憲法第２９条第３項の趣旨を踏まえ、全て補償できることとなっています。
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図表9　「その他通損補償」（営業補償、残地補償を除く。）の主要事項　

（1）　動産移転料・・・引っ越し費用

（2）　仮住居補償・・・仮の住まいの確保・使用に要する費用

（3）　家賃減収補償・・・家賃に減（欠）収が生じる場合の大家への補償

（4）　借家人補償・・・賃借人への敷金礼金、家賃差の補償

（5）　改葬補償・・・墳墓の改葬に要する費用の補償

（6）　祭し料補償・・・供養、祭礼等の儀式に要する費用の補償

（7）　移転雑費補償・・・移転先選定、法令上の手続き等に要する費用の補償

（8）　消費税等相当額の補償

8-1　動産移転料

動産移転料とは、引越し費用のことで、「屋内動産」、「一般動産」、「特殊動産」

に区分して、それぞれ費用を算定します。

「屋内動産」とは、居住用家財、店頭商品、事務用什器等の動産で通常の引越し荷物

として取扱うことが適当なものをいいます。

「一般動産」とは、木材、砂利、庭石、鉄鋼、据え付けをしていない機械器具等の動

産で、それぞれのスペックを基に算定することが適当なものをいいます。

「特殊動産」とは、ピアノ等で屋内動産・一般動産として取り扱うことが適当でない

ものをいいます。

なお、仮住居補償がある場合には、「現住居→仮住居先」、「仮住居先→移転先」の

２つの動産移転料の合計になります。

8-2　仮住居補償

仮住居補償とは、建物居住者（建物所有者、または、借家人）が、構内移転に際して、

移転先の建物の工事が完成するまでの間、一時的に仮住まいが必要な場合に、仮住居の

確保・使用に通常生じる費用を補償するものです。

また、併せて、構内移転に際して、移転先の建物の工事が完成するまでの間、動産を

他に一時的に保管する必要がある場合には、保管に要する費用（倉庫代等）も補償しま

す。
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8-3　家賃減収補償

家賃減収補償とは、マンション・アパート等の構内移転に際して、貸主（大家）が

建物移転期間中、家賃を得ることができない場合に、その損失を補償するものです。

8-4　借家人補償

借家人補償とは、移転に伴い借家の継続が困難な場合に、借家人が同様の新たな借家

を借りるために通常要する費用（礼金・敷金等の一時金、家賃差額）を補償するもので

す。

この場合の借家が継続が困難かの判断については、家主と借家人の主観的な判断でな

く、客観的に判断すべきものとされており、基本的には、再築工法、除却工法等により

建物の取り壊しを行う場合には継続が困難と判断され、また、曳家工法等により建物を

壊さずに構内移転する場合には継続が困難でないと判断されます。

8-5　改葬補償

改葬補償とは、墳墓等の改葬を行う場合に、遺骨等の移転のために通常要する費用を

補償するものです。なお、墓石、柵垣等については、工作物の移転料として補償し、ま

た、弔い料については、祭し料で補償します。

8-6　祭し料補償

祭し料補償とは、神社、仏閣等の宗教上の施設を移転する場合、墳墓の改葬を行う場

合に、供養、祭礼等の宗教上の儀式を行うために通常要する費用を補償するものです。

8-7　移転雑費補償

移転雑費補償とは、動産移転料、仮住居補償等以外で、支出が予想される以下のよう

な細かい費用を補償するものです。

・移転先等の選定に要する費用　　　　・法令上の手続に要する費用

・移転先通知費、移転旅費等の雑費　　・就業不能による損失

8-8　消費税等相当額の補償

補償に関連して消費税等（消費税と地方消費税）が課税される場合には、消費税等、

または、消費税相当額を補償します。
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9　補償事例（用地事務の概要）

9-1　用地実測図
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9-2　調査対象物件
番 号 1 撮影日 H27.2.12

業 務 名

所 在 地

番 号 2 撮影日 H27.2.12

業 務 名

所 在 地

番 号 3 撮影日 H27.2.12

業 務 名

所 在 地

物件調査業務委託（道整・再復）

○○郡○○町○○　地内

木造二階建　住居

物件調査業務委託（道整・再復）

○○郡○○町○○　地内

木造二階建　住居

余　　　　　　　白
附帯工作物

物件調査業務委託（道整・再復）

○○郡○○町○○　地内

木造二階建　住居

余　　　　　　　白
附帯工作物

余　　　　　　　白
附帯工作物
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番 号 4 撮影日 H27.2.12

業 務 名

所 在 地

番 号 5 撮影日 H27.2.12

業 務 名

所 在 地

番 号 6 撮影日 H27.2.12

業 務 名

所 在 地

木造二階建　住居

余　　　　　　　白
附帯工作物

物件調査業務委託（道整・再復）

○○郡○○町○○　地内

附帯工作物

余　　　　　　　白
立竹木

物件調査業務委託（道整・再復）

○○郡○○町○○　地内

余　　　　　　　白

物件調査業務委託（道整・再復）

○○郡○○町○○　地内

立竹木
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番 号 7 撮影日 H27.2.12

業 務 名

所 在 地

番 号 8 撮影日 H27.2.12

業 務 名

所 在 地

番 号 9 撮影日 H27.2.12

業 務 名

所 在 地

余　　　　　　　白

余　　　　　　　白
駐車スペース

物件調査業務委託（道整・再復）

○○郡○○町○○　地内

附帯工作物

物件調査業務委託（道整・再復）

○○郡○○町○○　地内

物件調査業務委託（道整・再復）

○○郡○○町○○　地内

一般動産（屋内）

一般動産（屋外）

余　　　　　　　白
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9-3　建物等配置図
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9-4　移転工法及び残地移転要件の検討

2.14+4.17

6.96+2.14

建築時期

（○○郡○○町○○字○○）

昭和55年6月

建築面積105.99㎡

延床面積145.73㎡

備　　考

9.10

単位

ヶ所

ヶ所

ヶ所

ｍ

6

　　　　　　氏名：補償　太郎

１階

２階

計

床面積（㎡）

101.02

44.71

145.73

棟番号

1

所在

○○ 居宅

番号

1

2

3

4

構造

木造２階建

種類・名称

ｱﾙﾐ形材両開き門扉

ｱﾙﾐ形材片折れ片開き門扉

種別

大谷石積角門柱

大谷石積塀Ａ

大谷石積塀Ｂ

大谷石積塀Ｃ

5

置及び関連性を調査し、「公共用地の取得に伴う損失補償基準要綱」等に則り、適切な補償費

を算定する。

ｍ 6.31

数量

1.00

1.00

2.00

8.85

土地所有者　氏名：補償　太郎

ｍ

４．工作物等の概要

種類

工作物

３．建物の概要

１．目的の要旨

２．調査物件と権利者の表示

所在地　　　○○郡○○町○○字○○

物件所有者　住所：○○郡○○町○○字○○

《移転工法及び残地移転要件の検討書》

本件は、○○県が施行する｢○○○○線道路整備事業｣に伴い、支障となる建物・工作物の配
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本件対象地は、○○町役場の東約1.5㎞に位置し、敷地南面を県道○○○○線に約15.2ｍで接面す

る奥行き約20.1ｍ～24.8ｍの面積が326.72㎡の住宅敷地である。近隣は、木造一般住宅や店舗

・事務所などが混在する既成市街地である。

本件対象地は、○○○○氏が宅地として利用している。敷地内中央北西寄りに木造２階建の居宅：

棟1を配置している。建物は、○○○○氏を世帯主として家族2名が居住し利用している。建物は

庭木

新築時から現在まで増築や特別な修繕箇所はない。

敷地は、ｱﾙﾐ形材ﾌｪﾝｽや大谷石積塀、ｱﾙﾐ形材ﾌｪﾝｽで囲われ、道路から建物玄関まで花こう岩敷の

式

式

式

1.00

1.00

1.00

電話

立竹木

動　産

備　　考

式 1.00

㎡ 55.02

ｍ 7.61

ヶ所 1.00

ヶ所 1.00

ｍ 3.05

ｍ

㎡

10.00

9.64

ｍ

ｍ

ｍ

ｍ

8.80

1.80

14.27

1.00

ｍ

㎡

5.17

38.97

2.00ヶ所

23

24

単位

17

18

19

20

21

22

11

12

13

14

15

16

番号

7

8

9

10

組立ｶﾞﾚｰｼﾞ

車止めﾎﾟｰﾙ

種類 種類・名称

鉄平石張

花壇縁石

組立物置

数量

ｍ 1.80

ｍ 0.90

５．敷地の利用状況

工作物

庭石

砂利敷

角ﾊﾟｲﾌﾟﾌｪﾝｽ

角ﾊﾟｲﾌﾟﾌｪﾝｽ

角ﾊﾟｲﾌﾟﾌｪﾝｽ

角ﾊﾟｲﾌﾟﾌｪﾝｽ

角ﾊﾟｲﾌﾟﾌｪﾝｽ

角ﾊﾟｲﾌﾟﾌｪﾝｽ

大谷石積塀Ｄ

大谷石積塀Ｅ

大谷石積塀Ｆ

土間ｺﾝｸﾘｰﾄ叩き
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７．営業補償の有無

①　法規制

イ．用途指定　　　第一種住居地域

ロ．防火指定　　　無指定

ハ．建築基準法

建ペイ率　　　  ６０％

容 積 率　　　２００％

②　従前地に対する法規制の検討

建ペイ率・容積率

建ペイ率＝建築面積105.99㎡÷敷地面積326.72㎡＝32.44％＜ 80％（適合）

容 積 率＝延床面積145.73㎡÷敷地面積326.72㎡＝44.60％＜200％（適合）

③　残地に対する法規制の検討

下記の算式から対象建物が残地に存する場合は建築基準法に適合する。

建ペイ率＝建築面積105.99㎡÷残地面積217.90㎡＝48.64％＜ 80％（適合）

容 積 率＝延床面積145.73㎡÷残地面積217.90㎡＝66.88％＜200％（適合）

217.90㎡

敷地面積

326.72㎡

備　　考

建物、工作物
立竹木、動産

○○ 宅地

買収率

33.30%

買収面積

108.82㎡

残地面積地目地番

アプローチが設置されている。

敷地の東側は、築山と植栽スペースとして利用し、敷地の南西に鉄骨ｶﾞﾚｰｼﾞを配置している。自

家用車は普通車１台、軽自動車１台を保有しており、鉄骨ｶﾞﾚｰｼﾞに普通自動車１台分の駐車スペー

スを確保し、敷地東南角に軽自動車１台分の駐車スペースを確保している。

本件事業により、字○○は33.3％が道路用地として取得され、残地は台形の画地となる。

直接支障となるのは、木造二階建・居宅と敷地地内の工作物、立竹木及び動産である。

６．買収状況と支障物件

なし。

８．法制上の検討
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う。

ないと認められる場合又は建物を再現する必要がないと認められるか。

ＮＯ　　(2)の要件へ

よう適切な移転工法を採用し、これに基づく適正な補償額算定を行う。

残地面積217.90㎡（66坪）と住宅敷地としては若干手狭ではあるが、法制上の検討から残地が

本件事業により、建物等が直接支障となるため、当該建物を残地内に再配置することができるか

移転先認定フロー（案）〔土地を取得する場合（営業補償なし）：細則第１５〕による検討を行

（１）支障部分が建物の一部で、重要な部分でなく、除却しても従前の機能にほとんど影響を与え

⇒　直接支障となるのは、居宅として必要不可欠なﾀﾞｲﾆﾝｸﾞｷｯﾁﾝであり再現する必要がある。

移転先として十分考えられる。

否かを検討する。

また、県道と建物の間は駐車スペースとして密度高く利用されており再現する必要がある。

⇒　改造工法は、建物の一部を切り取り、残地内で残存部分を一部改築し又は増築することによ

り、従前の機能が維持できると認められるときに採用する工法である。

本件の場合、施工範囲が従前建物面積の大半を超えることが想定され、改造工法としての合

⇒　残地において曳家するスペースは無く、曳家工法は採用できない。　　　　　　　　　　　

ＮＯ　(9)の要件へ

（９）改造工法により従前の建物に照応する建物を再現できるか。

（２）残地があるか。

⇒　買収率が33.3％で残地はある。

ＹＥＳ　(3)の要件へ

（３）文化財保護法等に指定された建物であるか。

⇒　一般的な建物であり、指定された建物ではない。

ＮＯ　(5)の要件へ

⇒　建物は、住宅の用途に供されている。

ＮＯ　(7)の要件へ

（５）建物が複数の用途に供されているか。

（７）曳家移転できるスペースがあるか。

９．合理的な移転工法の検討

従前は建物・工作物等が一体の住宅として使用されており、移転先においても機能を継続し得る
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33,466,056

799,554

3,601,491

32,977,155

構外再築工法

22,845,185

5,085,897

1,491,480

568,836

3,474,658

仮住居

移転雑費

合　計

4,258,602

　　　 移転工法

補償項目

建　物

工作物

立竹木

動　産

構内再築工法

21,894,788

1,359,568

1,063,152

本件の場合、全面的に間取り等を変更させ、従前の面積、形状と同様な建物を再配置し

することにより、従前の機能を確保できる場合も採用できる工法である。

従前の利用機能を維持することが可能である。

当該事業における土地の取得後においても、法制的に問題なく従前建物等の価値及び生活機能等を

当該敷地の全てが移転対象となることから、構外再築工法との費用比較を行うものである。

移転先で確保することができると判断し、通常妥当な移転工法として構内再築工法を認定した。

ＮＯ　(10)の要件へ

（10）構内再築工法により従前の建物と同種同等又は照応する建物を再現できるか。

⇒　構内再築工法は、従前の建物形状では残地に建築できないときは全面的な間取り等の変更を

ア）従前の建物と同種同等の建物を再現

本件の場合、残地において従前の利用環境を再現する余裕はなく採用できない。

イ）従前の建物に照応する建物を再現

１０．合理的な移転工法の認定

　　　　　　構内工法　32,977,155　＜　構外工法　33,466,056

以上の有形的検討、機能的検討、法制上の検討及び経済的合理性の検討から、残地において従前の

建物に照応する建物を建築し、従前の機能及び利用環境を再現する構内再築工法を以って移転工法と

認定するものである。

工法別移転補償費比較表

理性を欠くことから認定できない。
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・標準家賃は近隣の賃貸事例から算出した。

（6）移転雑費補償

・土地等の取得に伴い建物等を移転する場合に必要と認められる費用を補償する。

（1）建物移転料

（2）工作物移転料

した。

・構内再築（照応建物）工法とする。

・建築年月は建物登記記録から確認した。

・構内移転工法とする。

・原則として、復元と再築費の経済比較を行い、復元が困難な工作物は減耗控除した再築費を計上

・工作物の設置時期は、所有者から聞取り確認した。

・構内移転工法とする。

・仮住居移転を加算する。

（5）仮住居補償

・構内再築工法の移転に要する期間の仮住居費用を補償する。

（3）立竹木移転料

・構内移植工法とする。

（4）動産移転料

１１．補償額算定方法
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9-5　移転先等認定フロー

調査番号 2

構内移転工法

YES NO

YES

YES NO

NO YES

①NO

YES NO

構内移転工法

YES YES

移転先等認定フロー（案）〔土地を取得する場合（営業補償なし）：細則第１５〕

補償　太郎

NO

YES

NO

YES NO

YES

NO

YES NO

NO

YES

ＳＴＡＲＴ

(1)支障部分が建物の一部で、重要な部分で

なく、除却しても従前の機能にほとんど影

響を与えないと認められる場合又は建物を

再現する必要がないと認められるか。

【細則第15第1項（二）要件の検討】

(2)残地があるか。

(3)文化財保護法等に指

定された建物であるか。

(3)文化財保護法等に指

定された建物であるか。

(4)曳家できるか。

除却工法を認定する。

曳家工法を認定する。 復元工法を認定する。 復元工法を認定する。

(5)建物が複数の用途に供されているか。

【細則第15第1項（四）第3号要件の検討】

(6)分割移転が可能か。

(7)曳家移転できるスペースがあるか。

【細則第15第1項（四）第1号要件の検討】

用途の－ごとに(7)以下の項目

の検討を行う。

(8)建物の構造上、曳家できるか。

(9)改造工法により従前の建物に照応する建

物を再現できるか。

【細則第15第1項（四）第2号要件の検討】

(10)構内再築工法により従前の建物と同種同

等又は照応する建物を再現できるか。

【細則第15第1項（四）第2号要件の検討】

曳家工法を認定する。

曳家工法による移転に要する

物件移転料及びその他通常生

じる損失補償を算定する。

改造工法を認定する。

改造工法による移転に要する

物件移転料及びその他通常生

じる損失補償を算定する。

構内再築工法を認定する。

構内再築工法による移転に

要する物件移転料及びその

他通常生じる損失補償を算

定する。

構外再築工法を認定する。

構外再築工法による移転に要す

る物件移転料及びその他通常生

じる損失補償を算定する。
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9-6　移転計画案検討資料

様
式

第
9
4
号

項
目

移
転

費
用

概
算

額
3
4
,5

3
0
,0

0
0

3
2
,2

3
0
,0

0
0

3
2
,9

7
0
,0

0
0

総
合

判
断

△
○

◎

移
転

計
画

の
特

徴
（

メ
リ

ッ
ト

）
建

物
に

つ
い

て
従

前
の

利
用

環
境

を
再

現
で

き
る

。
建

物
に

つ
い

て
従

前
の

利
用

環
境

を
概

ね
再

現
で

き
る

。
建

物
に

つ
い

て
従

前
の

利
用

環
境

を
再

現
で

き
る

。

移
転

計
画

の
問

題
点

（
デ

メ
リ

ッ
ト

）

民
法

第
2
3
4
条

（
境

界
線

付
近

の
建

築
の

制
限

）
を

確
保

で
き

な
い

。
従

前
の

屋
根

形
状

の
変

更
が

必
要

と
な

り
、

入
母

屋
屋

根
の

景
観

を
保

て
な

く
な

る
。

建
物

以
外

の
敷

地
の

有
効

活
用

が
困

難
と

な
る

。

居
室

の
一

部
（
ボ

イ
ラ

ー
室

、
洗

面
脱

衣
室

及
び

浴
室

）
が

若
干

手
狭

と
な

る
な

ど
、

居
室

面
積

の
増

減
が

多
く
な

る
。

建
物

以
外

の
敷

地
の

有
効

活
用

が
困

難
と

な
る

。

植
栽

ス
ペ

ー
ス

が
若

干
手

狭
と

な
る

。

移
 転

 工
 法

 （
 計

 画
 ）

 案
 検

 討
 概

 要
 書

Ａ
案

Ｂ
案

Ｃ
案

移
転

計
画

の
概

要

（
建

物
、

機
械

設
備

等
の

移
転

方
法

及
び

移
転

期
間

）

従
前

の
建

物
と

同
種

同
等

の
建

物
を

再
現

す
る

構
内

再
築

工
法

。
敷

地
内

の
建

物
、

工
作

物
、

立
竹

木
及

び
動

産
が

移
転

対
象

と
な

る
。

標
準

移
転

期
間

は
、

北
側

擁
壁

の
工

事
を

含
め

約
6
.5

ヶ
月

。

従
前

の
建

物
に

照
応

す
る

建
物

を
建

築
す

る
構

内
再

築
工

法
。

敷
地

内
の

建
物

、
工

作
物

、
立

竹
木

及
び

動
産

が
移

転
対

象
と

な
る

。
標

準
移

転
期

間
は

、
約

5
.0

ヶ
月

。

従
前

の
建

物
に

照
応

す
る

建
物

を
建

築
す

る
構

内
再

築
工

法
。

敷
地

内
の

建
物

、
工

作
物

、
立

竹
木

及
び

動
産

が
移

転
対

象
と

な
る

。
標

準
移

転
期

間
は

、
約

5
.0

ヶ
月

。
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様
式

第
9
5
号

項
目

営
業

補
償

等
に

係
る

も
の

（
休

業
す

る
部

門
補

償
概

算
額

、
そ

の
他

）

主
た

る
工

作
物

（
機

械
設

備
等

）
の

移
転

範
囲

及
び

方
法

（
機

種
名

、
概

算
額

、
そ

の
他

）

門
柱

、
門

扉
、

塀
及

び
築

山
等

北
側

擁
壁

対
象

門
柱

、
門

扉
、

塀
及

び
築

山
等

門
柱

、
門

扉
、

塀
及

び
築

山
等

敷
地

内
の

動
線

（
駐

車
場

、
緑

地
、

原
料

製
品

等
の

置
場

面
積

）
の

確
保

状
況

敷
地

内
に

駐
車

場
二

台
分

確
保

敷
地

内
に

駐
車

場
二

台
分

確
保

敷
地

内
に

駐
車

場
二

台
分

確
保

移
 転

 工
 法

 （
 計

 画
 ）

 各
 案

 の
 比

 較
 表

Ａ
案

Ｂ
案

Ｃ
案

移
転

対
象

建
物

の
範

囲
及

び
移

転
の

方
法

（
補

償
建

物
の

棟
数

面
積

、
概

算
額

、
そ

の
他

）

棟
1
　

木
造

２
階

建
・
居

宅

構
内

再
築

工
法

（
同

種
同

等
）

棟
1
　

木
造

２
階

建
・
居

宅

構
内

再
築

工
法

（
照

応
建

物
）

棟
1
　

木
造

２
階

建
・
居

宅

構
内

再
築

工
法

（
照

応
建

物
）
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様式第59号の1

整 理 番 号 検 討 月 日

所 在 地

土 地 所 有 者

建 物 所 有 者

特記事項

円

円

検 討 結 果

基

本

額

収 益

従 業 員 数

固 定 経 費

給 料

円

一 ヶ 月 の
売 上 げ 計

建 築 可 能
延 べ 面 積

435.80

営 業 の 実 態

敷地面積（A） 326.72
事 業 用 地 率

(B) ／ (A)
33.30%

事  業  用  地
面   積  　（B）

108.82
残 地 建 築
可 能 面 積

130.74

円

業 種

（４）

計

残地又は建築
可能面積（C）

217.90

（２）

（３）

居 宅

建 物 の 構 造 概 要 一 階 面 積 二 階 面 積 三 階 面 積 延 べ 面 積 主 た る 用 途

（１）　木造２階建　居宅 101.02 44.71 145.73

補償　太郎 容 積 率 200% そ の 他

補償　太郎 家 族 人 員 ２名 占 有 者

計 画 概 要 表 （ 検 討 資 料 ）

2 平 成 27 年 3 月 5 日 検 討 者 補償業務管理士　川戸　浩美

○○郡○○町○○字○○ 用 途 地 域 第一種住居地域 建 ぺ い 率 60%
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様
式

第
5
9
号

の
2

2
1
7
.9

0
㎡

１
．

残
地

実
測

図

２
．

図
上

求
積

計
画

道
路

等
３
．

そ
の

他

ｍ

年
月

日

道
路

後
退

距
離

ｍ

都
市

計
画

区
域

内
・
区

域
外

・
市

街
化

区
域

・
市

街
化

調
整

区
域

第
一

種
住

専
・
第

二
種

住
専

・
住

居
・
近

隣
商

業
・
準

工
業

・
工

業

工
業

専
用

・
等

別
用

途
地

域
（
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
）
無

指
定

高
度

地
区

（
　

　
　

　
）
種

・
美

観
地

区
・
風

致
地

区
等

（
　

　
　

　
　

）
種

防
火

指
定

防
火

・
準

防
火

・
無

指
定

2
2

・
2
3

条
指

定
区

域
防

火
し

な
け

れ
ば

な
ら

な
い

範
囲

建
ぺ

い
率

敷
地

に
二

以
上

の
地

域
・
地

区
の

あ
る

場
合

（
　

　
　

　
　

　
　

　
）
％

角
地

適
用

有
・

無
（
条

件
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
）

容
積

率
敷

地
に

二
以

上
の

地
域

・
地

区
の

あ
る

場
合

（
　

　
　

　
　

　
　

　
）
％

絶
対

高
有

・
無

ｍ

建
築

協
定

有
・

無

壁
面

後
退

有
・

無

斜
線

北
側

斜
線

隣
地

斜
線

道
路

斜
線

（
図

示
）

注
　

計
画

道
路

等
は

、
用

地
買

収
に

よ
っ

て
新

設
道

路
又

は
河

川
等

を
言

う
。

玄
関

ﾎ
ﾟｰ

ﾁ
、

ガ
レ

ー
ジ

、
組

立
物

置

布
ｺ
ﾝ
ｸﾘ

ｰ
ﾄ基

礎
（
有

筋
）

束
石

（
ﾌ
ﾞﾛ

ｯ
ｸ）

設 備 に 係 る も の

（
6
0

）
％

公
共

水
道

設
備

排
水

設
備

衛
生

設
備

：
浄

化
槽

（
７
人

槽
）

花
こ

う
岩

敷
土

間
ｺ
ﾝ
ｸﾘ

ｰ
ﾄ叩

き

（
2
0
0

）
％

（
）

（
）

道
路

（
第

号
）

建 　 築 　 基 　 準 　 法 　 関 　 係

　 に 係 る も の

構 造 （ 基 礎 ）

区
域

・
地

区

（
）

そ 　 の 　 他

計
　

画
　

概
　

要
　

表
所

在
地

○
○

郡
○

○
町

○
○

字
○

○
敷 地 面 積 等 の 確 認

特
記

事
項

建
物

所
有

者
補

償
　

太
郎

　 に 係 る も の

用 途 （ 機 能 ）

土
地

所
有

者
補

償
　

太
郎

建
物

の
全

て
が

居
住

用
と

し
て

利
用

さ
れ

て
い

る
。

道 路 関 係

県
道

　
○

○
○

○
線

敷
地

に
接

面
す

る
道

路

郡
・

区
・

私

4
2

条
2

項

36 



様
式

第
5
9
号

の
3

％
％

％

㎡
％

％
％

（
）

㎡
㎡

㎡

0
.0

0
㎡

0
.0

0
㎡

0
.0

0
㎡

(M
)

(M
)

(M
)

(D
)

(D
)

(D
)

判
定

△
○

◎

メ
リ

ッ
ト

＝
(M

)
屋

根
形

状
の

切
取

改
造

が
必

要
。

附
帯

工
作

物
及

び
植

栽
ス

ペ
ー

ス
が

手
狭

と
な

る
。

附
帯

工
作

物
及

び
植

栽
ス

ペ
ー

ス
を

再
現

す
る

こ
と

が
困

難
と

な
る

。
敷

地
は

若
干

手
狭

に
な

る
が

、
従

前
利

用
環

境
を

再
現

で
き

る
。

デ
メ

リ
ッ

ト
＝

(D
)

総
合

判
断

特
に

な
し

特
に

な
し

特
に

な
し

建
築

基
準

法
そ

の
他

法
令

上
の

問
題

点

建
物

形
状

が
従

前
と

同
じ

。
建

物
平

面
計

上
が

整
形

。
居

室
面

積
の

増
減

を
最

小
限

に
と

ど
め

ら
れ

る
。

平
面

計
画

上
の

メ
リ

ッ
ト

及
び

デ
メ

リ
ッ

ト

2
1
7
.9

0
建

物
（

計
画

）
延

べ
面

積
1
4
5
.7

3
1
4
5
.7

3
1
4
5
.7

3

面
積

増
減

率
（

％
）

（
％

）
（

％
）

6
0

容
積

率
（

２
０

０
％

）
6
6
.8

8
6
6
.8

8
4
0
.3

4

計
　

画
　

概
　

要
　

比
　

較
　

表

項
目

Ａ
案

Ｂ
案

Ｃ
案

敷
地

面
積

建
ぺ

い
率

（
６

０
％

）
5
2
.5

0
4
6
.4

2
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9-7　移転計画図
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9-8　補償金算定調書
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